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滝沢ダム建設事業の再評価資料



滝沢ダム

注）国土交通省荒川上流河川事務所「憩いの水辺も荒ぶ
る川に」に加筆
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事業の概要　　　　　事　業　の　位　置

荒川水系図



利水利水

新規都市用水新規都市用水
の確保の確保

洪水調節洪水調節

全体事業全体事業

河川の水量確保河川の水量確保

●洪水被害の軽減
（荒川）
滝沢ダム地点　の計画高水流
量1,850m3/sのうち1,550m3/s
の洪水調節

●既得取水の安定化
　　　・既得水利流量の確保

●河川環境の保全　等
　　　・維持流量の確保

●水道用水
埼玉県、東京都の水道用水
の確保　最大4.60m3/s

治水治水（公共）（公共）

利水者負担河川（公共）負担

事業の目的・必要性　　　目　　的

発　　電発　　電

●発電(共同事業）
ダムからの放流水を利用して
最大出力 3,400kWの発電
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川島町（Ｓ５７．９　台風１８号）
（写真集「荒川」埼玉県）

事業の目的・必要性　　荒川沿川の洪水被害
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昭
和
57
年
台
風
18
号
に
よ
る
被
害

○荒川における主要洪水と洪水被害

国土交通省ホームページから

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　流　域　内 想定氾濫区域内

面　　　積 ２，９４０ｋｍ ２ ９０２．５ｋｍ ２

人　　　口 約　９３０万人 約　５４０万人

資　　　産 約　１５０兆円 約　７８兆円

○想定氾濫区域の状況

Ｈ１４．３河川現況調査から

埼玉新聞（S57.9.13朝刊）
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渇水の被害写真、新聞記事事業の目的・必要性　河川環境改善と新規利水

○瀬切れが発生
　荒川では瀬切れが発生しており、安定した河川水量の確保が必要です。

○新規利水
　滝沢ダムにより、約１２４万人分（320リットル／人・日の場合）の生活用水が利用されています。

○滝沢ダムによる開発水量（水道用水）

埼玉県内
１０１万人分の生活用水

東京都内
２３万人分の生活用水

○干上がった荒川（平成８年）

埼玉県

東京都

合計

3.74m3/s

0.86m3/s

4.60m3/s

※この記事（平成8年6月21日）は、読売新聞社の許諾を得て転載しています。また、記事については、無断で複製、送信、出版、頒布、翻訳、翻案等著作
権を侵害する一切の行為は禁止されています。なお、読売新聞社の著作権については、http//www.yomiuri.co.jp/policy/copyright/　をご覧下さい。
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事業の目的・必要性　ダム放流水を利用した発電

滝沢発電所（東京発電(株)）
滝沢ダムからの放流水を利用し、東京発電(株)により最大出力3,400kWの水力発電
が行われます。

滝沢発電所
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・昭和 51 年 9月　「滝沢ダム建設事業に関する事業実施計画」の認可

・昭和 63 年12月　地元５協議会と損失補償基準妥結（１協議会とは平成4年11月に妥結）

・平成  8 年12月　移転世帯１１２戸の建物移転完了

・平成 11 年 3月　ダム本体工事に着手

・平成 13 年 7月　本体コンクリート打設開始

・平成 15 年11月　「関東地方整備局事業評価監視委員会」<事業継続>

・平成 16 年 9月　本体コンクリート打設完了

・平成 17 年10月　試験湛水開始

・平成 20 年 3月　「滝沢ダムに関する施設管理規程」の認可

　　　　　　 3月　最高水位（E.L.565m）到達

・平成 20 年 4月　管理開始、洪水調節の効用を発揮、利水者の水利権許可

　　　　　　 4月　放流試験、貯水位低下開始

　　　　　　 4月～　貯水池周辺の斜面に変状を確認

　　　　　　 5月～　貯水位を維持しつつ斜面対策を実施中

　※　現在、試験湛水および貯水池斜面対策を継続実施中

事業の経緯　　　　　事　業　の　経　緯
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事業の進捗状況　　　滝沢ダム建設事業の進捗状況

※ 実施済 H20年度以降実施予定

１００％　（１８１ｈａ）

１００％　（　９５．４ｈａ）

家屋移転 （ 112 戸） １００％　（112戸、H8.12全戸移転完了）

付替道路 (約 13.7 km) １００％　（国道H10.10、県道H16.3、市道H20.3）

工事用道路 (約 16.6 km) １００％

ダム本体関連工事 １００％　（H17.10～　試験湛水開始）

試験湛水、貯水池斜面対策 　（H20.5から水位降下を一時中断。現在、斜面対策工事実施中。）

補償基準他

用地取得（水没地等）
（１８１ｈａ）

用地取得（付替道路等）
（９５．４ｈａ）

S63.3　損失補償基準妥結（滝沢ダム建設補償対策委員会）
H4.11　損失補償基準妥結（滝沢ダム建設同盟会）

平成１９年度末までの事業費ベースで９６．６％の進捗



事業計画変更
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事業計画変更の背景

・試験湛水中に貯水池斜面の変状が確認されたことから、貯水

池斜面の変状に対する調査・対策が必要となりました。

・このため、事業実施計画の変更（工期の延長）を行います。

事業の見直し　　　　　事業工期と事業費

事業工期を延期

平成１９年度→平成２２年度

これまでのコスト縮減の成果を活用し、
事業費を変更しない

　２，３２０億円（変更なし）

事業工期 事業費
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⑤ノウ沢下流地区等

事業の見直し　　　　貯水池斜面対策工について



①滝ノ沢下流地区

②滝ノ沢中央地区

③向山上流地区

⑤ノウ沢下流地区等

平成20年5月9日に国道下位の管理用道路に亀
裂を発見し、現在も挙動が認められる。斜面の
変状が国道に影響を与えないよう緊急対策工
（アンカー工）を実施済。

平成20年5月7日に歩道の陥没を発見し、復旧工
事済（監視施設含）。
現在進行なし。

平成20年6月13日に市道下位の下部斜面に亀
裂を発見し、現在も挙動が認められる。斜面の
変状が市道に影響を与えないよう緊急対策工
（アンカー工）を実施済。

平成20年4月14日に道路の亀裂を発見し、現在
進行なし。

平成20年4月3日に道路の亀裂を発見し、現在進
行なし。

　　アンカ－工

　　アンカ－工

　　アンカ－工

　　アンカ－工

　　アンカ－工

④遊仙橋地区

事業の見直し　　　　貯水池斜面対策工について

地　区　名 状　　況 対　策　工

※　平成２０年１０月現在。引き続き調査などを行い、精度を高くするように努める。 10



事業監理と対策の着実性

滝沢ダム事業費管理検討会で関係者による事業費・工程監理を実施

　関東地方整備局　河川部
　広域水管理官　　　（オブザーバー）

国土交通省

　ダム事業部長水資源機構

　水道局　企画担当部長

　建設局　河川部長

　都市整備局　都市づくり政策部長東　京　都

　企業局長

　県土整備部長

　地域政策局長埼　玉　県

滝沢ダム事業費管理検討会 委員

滝沢ダム貯水池斜面対策検討会で専門家の指導助言を得ながら緊急かつ着実に対策工を実施

綱木亮介
財団法人砂防・地すべり技術センター
斜面保全部長

中村浩之 東京農工大学名誉教授

藤澤和範
独立行政法人土木研究所
土砂管理研究グループ上席研究員

山口嘉一
独立行政法人土木研究所
水工研究グループ上席研究員

吉田等
独立行政法人土木研究所
地質監

脇坂安彦
独立行政法人土木研究所
材料地盤研究グループ長
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（座長）



費 用 対 効 果　  河川（公共）に係る費用対効果

治水（公共）に係る
費用(C)の算定

　 河川（治水および不特定）
が負担する費用相当分とし
て算定

治水に係る
便益(B)の算定

　ダムによる年平均被害軽
減額として算定

２，１０４億円１兆１，８９３億円

河川の水量確保に
係る便益(B)の算定

　　環境改善（CVM）　８１４億円
　　農業被害軽減額 　　 ４億円

８１８億円

治水に係る費用(C)
２，１０４億円

治水に係る便益(B)
１兆２，７５８億円

Ｂ／Ｃ　＝６．０６

残存価値に係る
便益(B)の算定

ダム供用開始後の
施設価値として算定

前回算出した費用対効果を工期が延伸することにより時点修正したもの

４７億円
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・総費用及び総便益は、社会的割引率（４％）及びデフレーターを用いて現在価値化。
・毎年の定常的な維持管理費として建設費（総事業費）の0.5%を計上。
・洪水調節の効用を発揮していることから、評価期間に加え、整備期間（H20～H22）についても便益を計上。



今 後 の 対 応 方 針　　　今後の対応方針（原案）

荒川は、我が国でも有数の人口・資産稠密地域を流下していることから、洪水被害軽減への期待が
大きく、既に滝沢ダムは洪水調節の効用を発揮しています。

滝沢ダムで開発された安定水利権が発効（東京都、埼玉県）されています。

荒川流域の水量確保による既得取水、河川環境の改善が必要です。

１）事業の必要性に関する視点

２）事業の進捗見込みの視点
事業実施計画の変更を速やかに行い、平成22年度完成を目指します。

試験湛水中の貯水池斜面対策は、滝沢ダム貯水池斜面対策検討会で専門家の指導・助言得ながら
着実に対策工事を進めています。

なお、滝沢ダム事業費管理検討会により事業監理の充実と透明化に努めています。

３）対応方針

本事業は継続が妥当と考えています。
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